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はじめに（背景・経緯） 

 

新潟市の人口は、2005 年の 813,847 人をピークに減少に転じています。新潟

市には、新潟大学、新潟県立大学といった 4 年制大学をはじめ、各種の専門・専

修学校が県内外から若者を受け入れていますが、それらの卒業生については首都

圏を中心に流出する動きが続いています。また、市内から県外の大学等へ進学し

た学生が卒業時に市内に戻る数が減少しており、新潟県全体の人口増減にも影響

を及ぼしています。さらに少子高齢化が急速に進むことから、新潟市の人口減少

は加速度的に進むことが予測されています。 

2025 年には団塊の世代が 75 歳の後期高齢期を迎えるなか、人口減少時代の都

市経営においては、労働力を提供する 15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口の減

少による労働力の不足、居住者を失った空き家の増加による市内全体の人口密度

の低下により、公共サービスの提供が非効率となります。また、事業所や商業地

の空店舗の増加による税収減により、拡大した市域の道路・橋・上下水道などの

公共インフラの維持・補修財源や公共サービスの量的・質的な低下が懸念されま

す。 

こうした懸念を払拭するためには人口減少社会においても、若者や既存居住者、

そして市外の人達からも、老若男女を問わず、魅力的で、是非行ってみたい、住

んでみたいと思わせるような都市として、訪問先、働く場そして住む場所として

選ばれることが大切です。新しい産業を創出し、起業家を輩出するとともに、働

く人材を確保して経済活力を高めることで人口減少を抑制し、来訪者にとっても

居住者にとっても魅力のある都市の姿を描くことが求められています。 

新潟商工会議所政策委員会では、こうした問題を踏まえ、特に卸・小売業な

どの商業、サービス業、不動産業、金融業などのビジネス機能が集積し新潟の

核となる中心部の活性化とその将来像について議論を重ねてまいりました。 

このような経緯のもと、新潟市の都市としての未来図を想定し、市民生活の

維持・向上を図るとともに、仕事を生みビジネス面、観光面、居住地として選

ばれるための都市のあり方について提言を取り纏めました。 

 

本提言により、雇用と新たなビジネスが創生され、新潟市ひいては新潟県経

済の発展に寄与するものと考えます。  
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Ⅰ 新潟市の現状と課題  

 

１.開業率の低迷と産業活力の低下 

 新潟市の開業率は、「平成 28 年度経済センサス調査」で 5.9％と、政令指定

都市 20 都市の内 17 位と低調で、黒字であるが後継者不足から廃業するケース

も多くなってきており、「起業家精神の教育、起業マインドの醸成」と、事業承

継やＭ＆Ａなどを通じた廃業率の抑制が重要となっている。また、生産年齢人

口の減少により景気回復と共に人手不足が恒常的な課題となっている。 

 

２．国際交流都市としての拠点性 

朱鷺メッセの利用状況は各施設とも 6～7 割の稼働率でほぼフル稼働の状態と

なっており、2020 年 3 月には高崎に大規模コンベンションセンターがオープン

するなど、MICE 受け入れに関して抜本的な議論が必要と思われる。  

また、新潟県はパスポート保有率が 14.3％と全国 35 位で、出国率も 5.7%で

全国 38 位と低く［(一社)日本旅行業協会の平成 29 年度調査］、路線維持の観点

からインバウンドと併せてアウトバウンドの拡大も推進していく必要がある。  

さらに“おもてなし”といわれる受け入れ態勢においては、市民及び業界関

係者ともにまだまだ意識が希薄な面が否めない。他都市では、バス・タクシ

ー・ホテル業界、民間ボランティアなどは非常にハイレベルな対応を行ってお

り、新潟市においても官民挙げての意識啓発と推進体制の強化を図っていく必

要がある 

 

３.若者を中心とした人材の流出 

 県内大学・短大への進学率は約 4 割（横這い）で、6 割が県外へ進学してい

る。大学・短大卒業生の内、県内企業からの内定が 88％あるのにも拘らず実際

の就職率は 55％(2017 年度実績)に留まっており、若者を中心とした人材の流出

が続いている。県外大学等の卒業生や就職者を対象とした U・I・J ターン対策で

は、新潟市のホームページやＳＮＳを活用して情報提供しており、アクセス数は

5 万件を超え、U・I・J ターンの潜在ニーズはあると思われるが、実際の県内就

職は伸び悩んでいる。また、新潟県内の留学生は、近年私費留学生を中心に増え

てきたが、県内就職者数は毎年 60 人前後（横這い）である。 

 

４．新潟市の魅力 

 新潟市において重要文化財指定された「萬代橋」の存在は市民にとって大き

な存在であるが、同一性を感じさせるようなエリアの広がりに乏しく、新潟の

歴史・文化や湊町の風情を感じさせる町並みなどが観光資源としてアピールで

きていない。（※ブランド総合研究所による 1,000 市町村の 2017 年魅力度ラン

キングでは、新潟市は 213 位で、前年の 147 位から大きく順位を下げた） 

また、インバウンドにおいては、「新潟はキラーコンテンツがない」といわ

れ、海外セールスにおいては、キラーコンテンツを定めて、日本の他都市との

違い・優位性を打ち出していく必要がある。 
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５．超高齢化の進展と健康 

 新潟市民の平均寿命は全国平均を上回っているが、健康でない期間は全国平

均を男女ともに上回っている。 

 新潟市は各区においてボランティア活動の仲介・調整を行い、介護施設など

ではサポート活動でインセンティブを与える取組を行っているが、市全域を一

元的に纏め、介護だけでなく全ての分野の組織・活動をデータベース化して、

ボランティア活動を希望する高齢者のニーズにより細かく応えられる体制の充

実・強化が求められている。 

 

６.市街地の拡大と交通アクセス 

市民からは「徒歩と簡易な公共交通機関の利用によって病院や行政機関、商

業施設等に移動ができて、衣食住商品の購入が容易にできるコンパクトシテ

ィ」を望む声が聞かれるが、実質的な市街地は郊外に拡散しており（ 2010

年:103.44k ㎡，2015 年: 104.16k ㎡）、車依存度が高く、車の利用ができなく

なれば買物難民となる可能性が高まるものと思われる。  

環境面では、新潟市は県外他都市との比較でも交通機関分担率における自動

車の割合が高く、一人当たり部門別の CO２の排出量（運輸部門 2010 年：1.17

ｔ、2014 年：1.89ｔ）では政令市中でワースト 1 となっている。 
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Ⅱ 人口減少社会において選ばれる新潟市の未来図に向けた提言のポイント 

 

これからの求められる行政施策・政策としては、「医療・福祉・介護・防災などの安心なく

らしづくり」や「結婚・出産・子育て・教育などの人づくり」も重要と考えるが、本提言では

地域経済団体として、産業振興やまちづくりなどに重点をおき、「産業の活性化」、「若者の定

着」「市民のいきがい」「交通アクセス」等のキーワードも踏まえながら提言を纏めた。 

なお、本提言で謳っている“めざす都市の姿”は、2030 年頃の新潟市の中心部（新潟駅周

辺地区、万代・沼垂地区、古町地区とその周辺地域）の活性化を想定したものである。これら

を念頭に、産業が生まれ、若者をはじめ、高齢者、障がい者、外国人など誰もが生きがいを持

って生活や仕事ができるまちづくりを目指したい。 

さらに、ビジネスや観光目的で訪れた多くの人々が新潟の歴史・文化に触れ、祭りや各種イ

ベントを体験することにより、その魅力にひかれていずれは住まうようになるといった、交流

人口と定住人口の増加に資するような新潟市の未来図について以下のとおり提言する。 

 

 

提言１．企業活動によって経済活力が活発化しているまちを目指す  

 

 

提言２．国際交流拠点として都市間のアクセスやゲートウェイ機能に

優れ、環境面において先進的なまちを目指す 

 

提言３．若者が早くから地元企業に関心を持ち、優秀な人材が産業を

担っているまちを目指す 

 

提言４．訪れた人が、住んでみたくなる魅力的なまちを目指す 

 

 

提言５. 市民が生きがいと誇りを持って生活できるまちを目指す 
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提言１．企業活動によって経済活力が活発化しているまちを目指す 
 
事業所の開業が盛んで、若者が就職先として魅力的な企業に溢れているまちを目指す。また、

企業活動が活発化するよう産学官金が連携して企業を支援する環境が整っており、地域を牽引す

るような中核企業の成長が促進されるまちを目指す。 
 
［めざす新潟市の姿とそのための方策］ 

（１）起業・開業できる環境が整備され、事業継承がスムーズで活気のあるまち 

①「起業家精神の教育、起業マインドの醸成」を図るため、大学等の教育機関内において起業

家の教育・研究センター等を開設し、既に事業で成功を収めている起業家と起業したい学

生がつながり、相談やアドバイスを受けやすい環境づくりを推進する。 

② 中心市街地に増加している空き店舗における起業家への低家賃での入居や税額控除など、

期限付きで起業・創業を支援する仕組みづくりを推進する。 

③ 各種ビジネスコンテストを発展させ、優れたビジネスアイデアに対する賞金が起業資金に

なるような仕掛けづくりや開業のための資金調達において、クラウドファンディングを利

用するなど、資金調達手段の多様化を促進する。 

④ 後継者不在で廃業しそうな企業やオンリーワンの付加価値を持った企業を存続させるた

め、当該企業のデータベース化と、起業家とのマッチング・事業承継やḾ＆Aを促進する。 
 

（２)地域の中核企業が地域を牽引しているまち 

① 新潟において、地域を牽引するような中核となる企業育成を促して地域全体の成長を進め

ていくため、産学官金が一体となった支援体制づくりを推進する。 

また、地域産業の活性化を図るために、IT技術分野をはじめとした先進的な分野における

外資企業の誘致を図る。 

② 工場誘致、ポートセールス、大学立地、観光客・インバウンド誘致など、すべての分野に

おいてセールス力が重要であり、トップセールスはもとより、多くの関係者間のマッチン

グをコーディネートできるコーディネーターの登用と人材育成を図り、外国人を含む人材

のヘッドハンティング等も含めて組織体制を強化する。 

③ 農業においては、米はもとより農産品や畜産、園芸等の輸出に対する総合的な支援を行

い、儲かる農業の確立と複合型生産構造への転換、県内外からの就農希望者の拡大を図る。 

④ 海外取引において企業や地域商社等を支援するとともに、県と市と関係団体等が連携して

“オール新潟”での海外展開を推進する。 

また、GAPや HACCP、地域団体商標や地理的表示（GI）等への認証制度に対する企業の意

識啓発と認定品目への登録を目指すとともに、“ふるさと納税返礼品目”へのリストアップ

やブランディング等による訴求を図る。 
 
（３）社会基盤を支える経済循環が機能しているまち 

① 地元大学と県・市は、連携して、地元大学のコア技術を地元企業が活用できるように文部

科学省の地域イノベーション・エコシステム形成プログラム１支援の対象地域採択を目指す。 

さらに、一般企業が、地域特性を活かした成長性の高い分野に挑戦する企業を支援する経

済産業省の地域未来投資促進法２の支援事業としての採択に協力・支援する。 

② 再生可能エネルギーや社会基盤整備、県内総生産の拡大等に結びつくような公共投資を行

い、将来的に投資効果を住民サービスや社会保障等に還元・循環できる仕組みを推進する。 

                                                   
１地域イノベーション・エコシステム形成プログラム：大学等と自治体等（県・政令市）が連携して、大学等の 

保有するコア技術等を活用して地元企業に技術移転・商品化、またはベンチャー企業の創出などを支援する 
２地域未来投資促進法：地域特性を活用した成長産業を育成するため、市町村及び都道府県が基本計画を策定

し、国の同意のもと、地元企業の申請・承認により研究開発、設備投資、税制面での優遇など各種支援を行う 
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提言２．国際交流拠点として都市間のアクセスやゲートウェイ機能に優れ、環境   

    面において先進的なまちを目指す 
 

国際交流拠点として、世界の産業情報が集まるMICEの受け入れとその効果を最大に活かし

てまちづくりを推進するとともに、施設の効果的な活用を実現する。また、環境先進都市のま

ちとしてスマートシティーをめざし、積極的に ICT、AIを導入する。 

公共交通ではFCV（燃料電池自動車）の公共バスを市民の足とし、市内各中心街が交通ネッ

トワークでスムーズに移動でき、新潟駅、新潟空港、新潟港のアクセス向上によりインバウン

ド・アウトバウンド等が促進され、国際交流都市として拠点性の高いまちを創造する。 

 

[めざす新潟市の姿とそのための方策] 

（１）MICEの推進で産業情報が集積しているまち 

① 国内外から多くのバイヤーが集まり、新潟の優位性が活かせる医学や産業機械、食品関連

等の国際会議や展示会等の国際的な MICEを積極的に誘致して新製品・技術情報の受発信を

行い、産業情報の集積を図る。 

② 古町など中心市街地のまちなみの風情を演出するほか、その地域の回遊性が高まるような

イベントを通年で実施するなど、アフターMICE等を想定した夜間や冬季間の市内滞在率を

向上させる仕組みづくりを推進する。 

 

（２）環境面で先進的なまち 

① エネルギーの安定供給や地産地消等に向けて、公共施設等において再生可能エネルギー設

備を直接導入し、インフラ整備や防災対策・天気予報等をはじめとする行政業務や農林水

産分野等における再生可能エネルギーの利用促進を図る。活用にあたっては ICTや AIを積

極的に導入し、効率化とサービスの充実を図るとともに、AIシステム等をプログラミング

できる人材の育成を図る。 

② 環境モデル都市として、環境面で日本をリードするため、FCV（燃料電池自動車）や水素

ステーションの設置を推奨し、雪国の環境にマッチしている FCVの公共バスを走らせるな

ど、CO２フリーで AIを搭載した公共交通機関（自動運転）のあるまちを推進する。 

③ 行政の厳しい財政状況の中で、公共インフラの整備等については、民間活力を活かした

PFI・PPP方式を採用するなど、持続可能な社会資本整備を推進する。 
 

（３）新潟空港、新潟港及び新潟駅等が活性化し、インバウンドとアウトバウンドが活発化して

いるまち 

① インバウンドの拡大においては、航空路線において新潟空港と他県空港を入出国に活用し

た広域的な観光周遊ルートの開発と、海外でインフルエンサーといわれる影響力のある人

物との連携を図る。 

また、酒の陣をはじめとする市内大規模イベントや体験型観光の創出・拡充とともに、佐

渡や村上、燕三条、十日町等の県内市町村のイベントや観光資源と連携した観光開発と戦略

的広報を推進する。 

さらに、多言語コールセンターの開設によって相談体制の充実を図る。 

② 路線維持の観点からアウトバウンドの拡大も重要であるため、若者や学生をはじめとする

県民のパスポート取得に対する支援策を実施するとともに、エージェントと連携して、小

中学生時期に海外旅行を経験する機会の創出・拡充を図る。 
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提言３．若者が早くから地元企業に関心を持ち、優秀な人材が産業を担っている  

まちを目指す 

 
 子どもたちが早くから地元企業に触れ合い優秀な人材が地元に残れるようなまちを目指す。

また、まちなかに学生や若者が集い、まちづくりや商業等の担い手及び起業家が誕生し、各種

シーズを創造し続けるまちを目指す。さらに、若者が卒業後に働きがいを見だせる企業（職

場）があり、U・I・Jターンにより県外からの人材の流入を目指す。 

 

［めざす新潟市の姿とそのための方策］ 

（１）子供たちが早くから地元企業に触れ合い、若者が地元に残るまち 

① 小学校・中学校・高等学校での職場体験学習やインターンシップなど、経営者から職業観

や勤労観について学ぶ総合学習等において、経済団体等との連携による受け入れ先の拡充

とカリキュラムの充実を図り、地元企業の仕事に対して興味や愛着を持ってもらう仕組み

づくりを推進する。 

② 高校生・大学生等の学生や保護者と学校、企業が早くから連携して、学生の個性を踏まえ

たきめ細かなキャリア教育を行い、優秀な人材が地元企業で活躍するための環境づくりを推

進する。 

 

（２)大学の魅力が向上し、U・I・Jターンが活発なまち 

① 国の地域イノベーション戦略支援プログラムの支援（採択）件数は、他県の大学と比べて

まだ少なく、産学官金が連携して国の支援制度の認定を目指すとともに、新規プロジェク

ト等の立上げを推進する。また、学生と市民との交流を通じて学生の経験や学びに繋がる

機会を創出するとともに、まちなかサテライトなどで大学の魅力創出を図る。 

② 潜在ニーズを掘り起こして実際の県内就職と居住につなげるため、全国移住ナビや U・

I・Jターン関連のホームページ、ＳＮＳへのアクセス者や登録者個人に対してそれぞれの

ニーズに合った就職情報の提供と、県と市が連携した徹底したフォローアップ体制の構築

を図る。 

③ 県内外の学生・大学等のインターンシップのニーズを早期から把握し、学生と受け入れ企

業とのマッチングをコーディネートする中間支援機関を設置する。一方、企業は、学生・大

学等との積極的なコミュニケーションを図り、インターンシップの受け入れを拡充する。 

 

（３）留学生など外国人材を活用しているまち 

① 留学生等の外国人の採用においては、国際就職フェアをはじめ各種団体によるマッチング

が実施されているが、言語上での意思疎通が課題となっている。このため、ＡＩ（多言語

対応ソフト等）を積極的に活用し、留学生と県内企業との就職マッチングを支援する。 

  また、留学早期の段階から県内就職を希望する留学生と企業とのマッチング機会の拡充を

図る。 

② 帰国した留学生も含めて留学生ネットワークを構築し、国内外の元留学生を海外向けの新

潟情報発信のキーパーソンや、現地マネージャーとして活用する仕組みづくりを推進する。 
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提言４.訪れた人が、住んでみたくなる魅力的なまちを目指す 
 

 新潟市の顔ともいうべき旧新潟市の中心市街地において、シンボリックで世界的に魅力ある

空間のあるまちづくりを目指す。また、今後、高齢化が一層進展することから、まちなかに学

生や若者が集い活気に満ちた、人にやさしいまちづくりを推進する。 

 

[めざす新潟市の姿とそのための方策] 

（１）シンボリックで世界的に魅力ある空間のあるまち 

① 新潟西港から萬代橋、さらに古町周辺地区を中心とする新潟島の景観は、新潟を代表する

シンボリックな空間としてのポテンシャルを持っており、当該エリアの魅力を引き出し世

界的に魅力的な空間のあるまちを創造する。そのため、西港、萬代橋、みなとぴあ・市美

術館、神社仏閣（白山神社・寺町）、旧齋藤邸、旧小澤邸、西海岸、りゅーとぴあ、やすら

ぎ堤などの一帯を重点エリアとして定め、回遊ルートを工夫し、誘導用のサインを整備す

るほか、レストランの誘致等でさらにその魅力向上を図る。 

② 歴史的な建造物や景観を世界的な空間とするために、観光客やビジネス客、県外からの帰

省客を対象に、仮想現実（VR）、拡張現実（AR）、SNS（ツイッター、フェイスブック、インス

タグラム等）などを活用して、プロモーション活動を展開する。 

③ 古町など中心市街地のまちなみの風情を演出するほか、その地域の回遊性が高まるような   

イベントを通年で実施するなど、夜間や冬季間の市内滞在率を向上させる仕組みづくりを

推進する。（一部再掲） 

 

（２）まちなかに学生や若者が集い、まちづくりや商業等の担い手及び起業家が誕生し、各種シ

ーズを創造し続けるまち 

① 柳都（入船）地区には、小・中学校跡地（公有地）など遊休公共施設があり、それらを改

修して大学のサテライト施設等の有効活用を推進するとともに、中心部に学生や若者が集

う仕組みづくりを推進する。 

② 柳都（入船）地区などにおいては、地方大学と地域産業との連携による各種シーズを創造

する産業創造拠点エリアに指定するなど、学生や企業関係者などが研究や情報交換等を目

的に集まれる場所を創設する。 

 

（３）訪れた人にやさしいまち 

①「新潟駅構内、街路上の道路標識・案内サインなどが分かりにくい、情報提供がまだ不十

分」という来訪者からの多くの声に対して、市民向けはもとより、インバウンド対応（多

言語案内等）も含めてユニバーサルデザインの普及を推進する。 

② 一般市民をはじめとして、公共交通従事者、ホテル関係者等を対象に“おもてなし”“人

にやさしいまち”“心に残るまち”に関する意識啓発活動を実施する。また、行政施設やホ

テル・観光施設等で AIや VR等を積極的に活用して案内サービス等の充実を推進する。 
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提言５．市民が生きがいと誇りを持って生活できるまちを目指す 
 

現在新潟市が進める環境・健康に配慮したライフスタイルの「環境健康都市」を実現するた

め、市民のエコ活動・健康づくりに対して付与している未来ポイントをはじめとるインセンテ

ィブを拡充して、男女ともに健康寿命の延伸を目指す。また、市民がまちなかを歩いて生活で

き、生活必需品や買い回り品を容易に購入できるように、中心市街地と郊外間との交通アクセ

スも含めて公共交通の利便性を高める。 

 

［めざす新潟市の姿とそのための方策］ 

（１）市民が生きがいと誇りを持てるまち 

① 伝統ある新潟まつりはもとより、新しいまつりやイベントなどを創出して、老若男女の拠

り所となるコミュニティを形成するとともに、新潟を離れて行った人達の U・I・Jターン

の動機付けとなるように県内外への情報発信を促進する。 

② 高齢者の社会的参加を促すため、新潟総踊りやアートミックスジャパン、酒の陣・食の

陣、芸術祭などのイベントや各種ボランティア活動と連携して気軽に参加できるような仕

組みづくりを推進する。 

 

（２）健康寿命が長く高齢者が元気なまち 

① 市民農園の貸与や各種サークル活動、ボランティアやコミュニティなどが一元的に管理・

データベース化されており、趣味や社会貢献等を行いたい時に仲介・斡旋してくれる体制

の充実を図る。 

② 高齢者の外出に繋がっているバスのシニア割を継続するとともに、サークルやボランティ

ア活動以外でも高齢者の外出に繋がるような市民プロジェクトを支援し、活動報告や成功

事例を共有する仕組みづくりを推進する。 

③ 介護ボランティア活動に対するインセンティブ制度や、市民のエコ活動・健康づくりに対

する未来ポイント制度を充実・拡充するとともに、ポイント等のインセンティブを循環・

活用できるような相互扶助のための仕組みづくりを推進する。 

 

（３）歩いて生活ができるまち 

① 市民が徒歩と公共交通機関の利用によって病院や行政機関、商業施設等にスムーズに移動

できるコンパクトなまちを目指し、公共交通及びまちなか機能等のバランスを誰もが「生

活しやすい」と感じるまちを推進する。 

② 中心市街地の一部で車から脱却した、人にやさしい環境整備（トランジットモールの一部

導入）を推進するとともに、低廉な価格で市内一円が移動できるなどの公共交通体系が発

展しているまちづくりを推進する。 
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